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(57)【要約】
【課題】可変バルブやターボ過給機などを備えた内燃機
関の排気デバイス温度の現在値を精度良く推定し、排気
デバイス温度の基準値と排気デバイス温度の現在値との
差異にもとづき排気温度の影響因子を制御して、内燃機
関を好適に制御する方法を提供する。
【解決手段】回転速度，充填効率，点火時期，当量比，
外部ＥＧＲ率，排気弁開時期，過給圧にもとづき排気温
度を演算し、排気温度と吸入空気量と排気デバイス周り
の流体温度と排気デバイス周りの流速にもとづき排気デ
バイス温度を推定し、前記推定値と前記基準値にもとづ
き、点火時期，当量比，外部ＥＧＲ率，排気弁開時期の
うち少なくとも一つを過渡補正する。
【選択図】　図１１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関の制御方法であって、
　回転速度，充填効率，点火時期，当量比，外部ＥＧＲ率，排気弁開時期，過給圧にもと
づき排気温度を演算するステップと、前記排気温度と吸入空気量と排気デバイス周りの流
体温度と排気デバイス周りの流速にもとづき排気デバイス温度の推定値を演算するステッ
プと、排気デバイス温度の基準値を設定するステップと、前記推定値と前記基準値にもと
づき、点火時期，当量比，外部ＥＧＲ率，排気弁開時期のうち少なくとも一つを過渡補正
するステップとを有する、
ことを特徴とする内燃機関の制御方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の内燃機関の制御方法であって、
　前記排気デバイス温度の基準値を前記排気デバイス温度の上限値とし、前記排気デバイ
ス温度の推定値が、前記排気デバイス温度の上限値以上となるときに、当量比のリッチ補
正と、外部ＥＧＲ率の増量補正を行う、
ことを特徴とする内燃機関の制御方法。
【請求項３】
　請求項１に記載の内燃機関の制御方法であって、
　前記排気デバイス温度の基準値を前記排気デバイス温度の下限値とし、前記排気デバイ
ス温度の推定値が、前記排気デバイス温度の下限値以下となるときに、点火時期の遅角補
正と、排気弁開時期の下死点からの進角補正を行う、
ことを特徴とする内燃機関の制御方法。
【請求項４】
　請求項１に記載の内燃機関の制御方法であって、
　前記排気デバイスをターボ過給機のタービン翼とし、前記排気デバイス温度の基準値を
前記ターボ過給機のタービン翼温度の上限値とし、前記ターボ過給機のタービン翼温度の
推定値が、前記ターボ過給機のタービン翼温度の上限値以上となるときに、当量比のリッ
チ補正と、外部ＥＧＲ率の増量補正を行う、
ことを特徴とする内燃機関の制御方法。
【請求項５】
　請求項１に記載の内燃機関の制御方法であって、
　前記排気デバイスを排気浄化触媒とし、前記排気デバイス温度の基準値を前記排気浄化
触媒温度の上限値とし、前記排気浄化触媒温度の推定値が、前記排気浄化触媒温度の上限
値以上となるときに、当量比のリッチ補正と、外部ＥＧＲ率の増量補正を行う、
ことを特徴とする内燃機関の制御方法。
【請求項６】
　請求項１に記載の内燃機関の制御方法であって、
　前記排気デバイスを排気浄化触媒とし、前記排気デバイス温度の基準値を前記触媒活性
化温度の下限値とし、前記排気浄化触媒温度の推定値が前記触媒活性化温度の下限値以下
となるときに、点火時期の遅角補正と、排気弁開時期の下死点からの進角補正を行う、
ことを特徴とする内燃機関の制御方法。
【請求項７】
　請求項１に記載の内燃機関の制御方法であって、
　排気弁に、位相，リフトおよび作動角を可変とする可変動弁機構を有し、前記排気デバ
イス温度の推定値が前記排気デバイス温度の基準値以下となるときに、前記可変動弁機構
によって排気弁閉時期を上死点付近に固定させつつ、排気弁開時期を下死点から進角補正
する、
ことを特徴とする内燃機関の制御方法。
【請求項８】
　請求項１に記載の内燃機関の制御方法であって、
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　前記排気デバイスを排気熱交換器とし、前記排気デバイス周りの流体温度を前記排気熱
交換器の冷媒または熱媒の温度とし、前記排気デバイス周りの流速を前記排気熱交換器の
冷媒または熱媒の流速とし、前記排気デバイス温度の基準値を前記排気熱交換器温度の目
標値とし、前記排気熱交換器温度の推定値が前記排気熱交換器温度の目標値以下となると
きに、点火時期の遅角補正と、排気弁開時期の下死点からの進角補正を行う、
ことを特徴とする内燃機関の制御方法。
【請求項９】
　請求項１に記載の内燃機関の制御方法であって、
　吸気弁と排気弁に、位相，リフトおよび作動角を可変とする可変動弁機構を有し、前記
内燃機関のクランク軸に連結された発電機を有し、前記発電機から得られる発電量と前記
排気熱交換器を介して得られる熱量との総和および比率を演算し、前記総和にもとづき前
記吸気弁の可変動弁機構によって吸気弁開時期を上死点付近に固定させつつ、吸気弁閉時
期を下死点から進角補正し、前記比率にもとづき前記排気弁の可変動弁機構によって排気
弁閉時期を上死点付近に固定させつつ、排気弁開時期を下死点から進角補正する、
ことを特徴とする内燃機関の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関の排気デバイス温度推定値にもとづく内燃機関の制御方法に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、エンジンの諸元やその運転状態を示す各種パラメータにもとづいて排
気温度を予測し、その予測された排気温度と排気系部品情報とにもとづいて排気デバイス
温度を予測し、その予測された排気デバイス温度が所定の許容限界値以上の時、排気温度
を低下方向に制御する技術が開示されている。エンジン諸元やその運転状態を示す各種パ
ラメータにもとづき多変量解析によって排気温度予測式を作成している。さらに排気温度
変化からの排気デバイス温度の遅れ挙動の予測には、上記排気温度予測値を入力とする統
計モデルで記述している。上記統計モデルでは、熱容量や熱抵抗に相当する定数を、実験
結果にもとづきパラメータ同定によって求めている。特許文献２には、空燃比センサ素子
の内部抵抗にもとづき排気温度を間接的に検出し、この排気温度が所定温度に達した時に
、排気温度の変化率に応じて、燃料増量までのディレイ時間を設定し、このディレイ時間
後に機関への燃料供給量を増量する技術が開示されている。これらによれば、保護対象の
排気デバイスの温度上昇遅れ挙動を考慮して、燃料増量を実施することができ、燃費の悪
化を最小限に抑えつつ、排気デバイスの保護を図ることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平６－３３８１０号公報
【特許文献２】特開２００８－５１０９２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、可変バルブ，ターボ過給機，アイドルストップ機構，点火時期遅角化に
よる排気触媒早期活性化制御機能などを備えた内燃機関では、排気温度に与える影響因子
が多い上に、排気温度の影響因子自身が複雑に変化するため、排気温度に対する排気デバ
イス温度の遅れ挙動が一意的に定まらない。このような内燃機関において、特許文献１に
開示されている統計モデルで排気デバイス温度の過渡挙動を予測しようとすると、熱容量
や熱抵抗に相当する定数を運転条件に応じて逐次切換える必要があり、十分な精度を確保
することが困難であった。また、特許文献２に開示されている技術では、空燃比センサ素



(4) JP 2011-190782 A 2011.9.29

10

20

30

40

50

子の内部抵抗にもとづき排気温度を間接的に検出できるものの、検出された排気温度変化
タイミングから、排気デバイス温度の過渡遅れを考慮して燃料増量を実施するまでのディ
レイ時間については、予め適合などで値を設定しておく必要があり、運転自由度が増加し
たシステムでは、上記ディレイ時間設定のための適合に、膨大な工数を必要とするという
課題があった。
【０００５】
　本発明は上述した問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、可変バルブやター
ボ過給機などを備えた内燃機関の排気デバイス温度を精度良く推定し、排気デバイス温度
の基準値と排気デバイス温度の推定値との差異にもとづき排気温度の影響因子を制御して
、内燃機関を好適に制御する方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　内燃機関の制御方法であって、回転速度，充填効率，点火時期，当量比，外部ＥＧＲ率
，排気弁開時期，過給圧にもとづき排気温度を演算するステップと、排気温度と吸入空気
量と排気デバイス周りの流体温度と排気デバイス周りの流速にもとづき排気デバイス温度
の推定値を演算するステップと、排気デバイス温度の基準値を設定するステップと、推定
値と前記基準値にもとづき、点火時期，当量比，外部ＥＧＲ率，排気弁開時期のうち少な
くとも一つを過渡補正するステップとを有する、ことを特徴とする内燃機関の制御方法で
ある。
【発明の効果】
【０００７】
　請求項１に記載の発明によれば、回転速度，充填効率，点火時期，当量比，外部ＥＧＲ
率，排気弁開時期、過給圧にもとづき排気温度を演算し、前記排気温度と吸入空気量と排
気デバイス周りの流体温度と排気デバイス周りの流速にもとづき排気デバイス温度を推定
するので、排気温度と排気デバイス温度の過渡的変化を精度良く推定することができる。
また、排気デバイス温度の基準値と排気デバイス温度の推定値にもとづき、点火時期，当
量比，外部ＥＧＲ率，排気弁開時期のうち少なくとも一つを過渡補正するので、内燃機関
を好適に制御することができる。
【０００８】
　請求項２に記載の発明によれば、排気デバイス温度の推定値が、排気デバイス温度の上
限値以上となるときに、当量比のリッチ補正と、外部ＥＧＲ率の増量補正を行うので、排
気デバイスの過度な温度上昇による劣化や損傷を防止することができ、排気デバイス温度
抑制のための燃料増量を最小限に抑えることができる。
【０００９】
　請求項３に記載の発明によれば、排気デバイス温度の推定値が、排気デバイス温度の下
限値以下となるときに、点火時期の遅角補正と、排気弁開時期の下死点からの進角補正を
行うので、点火時期の過剰な遅角化による燃焼変動の増加を抑えつつ、排気デバイス温度
を迅速に下限値に到達させることができる。
【００１０】
　請求項４に記載の発明によれば、ターボ過給機のタービン翼温度の推定値が、ターボ過
給機のタービン翼温度の上限値以上となるときに、当量比のリッチ補正と、外部ＥＧＲ率
の増量補正を行うので、ターボ過給機のタービン翼の過度な温度上昇による劣化や損傷を
防止することができ、ターボ過給機のタービン翼温度抑制のための燃料増量を最小限に抑
えることができる。
【００１１】
　請求項５に記載の発明によれば、排気浄化触媒温度の推定値が、排気浄化触媒温度の上
限値以上となるときに、当量比のリッチ補正と、外部ＥＧＲ率の増量補正を行うので、排
気浄化触媒の過度な温度上昇による劣化や損傷を防止することができ、排気浄化触媒温度
抑制のための燃料増量を最小限に抑えることができる。
【００１２】
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　請求項６に記載の発明によれば、排気浄化触媒温度の推定値が触媒活性化温度の下限値
以下となるときに、点火時期の遅角補正と、排気弁開時期の下死点からの進角補正を行う
ので、点火時期の過剰な遅角化による燃焼変動の増加を抑えつつ、排気デバイス温度を迅
速に触媒活性化温度に到達させることができる。
【００１３】
　請求項７に記載の発明によれば、排気弁に、位相，リフトおよび作動角を可変とする可
変動弁機構を有し、排気デバイス温度の推定値が排気デバイス温度の基準値以下となると
きに、可変動弁機構によって排気弁閉時期を上死点付近に固定させつつ、排気弁開時期を
下死点から進角補正する。排気弁閉時期はすきま容積に起因した内部ＥＧＲ量の大小に強
い影響を有しているため、排気弁閉時期を固定することで内部ＥＧＲ量を大きく変化させ
ることなく、排気温度のみを制御することができ、排気可変動弁機構によって、排気デバ
イス温度を迅速に触媒活性化温度に到達させることができる。
【００１４】
　請求項８に記載の発明によれば、排気熱交換器温度の推定値が排気熱交換器温度の目標
値以下となるときに、点火時期の遅角補正と、排気弁開時期の下死点からの進角補正を行
うので、点火時期の過剰な遅角化による燃焼変動の増加を抑えつつ、排気熱交換器温度を
迅速に目標温度に到達させることができる。
【００１５】
　請求項９に記載の発明によれば、吸気弁と排気弁に、位相，リフトおよび作動角を可変
とする可変動弁機構を有し、内燃機関のクランク軸に連結された発電機を有し、発電機か
ら得られる発電量と排気熱交換器を介して得られる熱量との総和および比率を演算し、前
記総和にもとづき吸気弁の可変動弁機構によって吸気弁開時期を上死点付近に固定させつ
つ、吸気弁閉時期を下死点から進角補正し、前記比にもとづき排気弁の可変動弁機構によ
って排気弁閉時期を上死点付近に固定させつつ、排気弁開時期を下死点から進角補正する
ので、電力需要や熱需要の変化に応じて、熱供給量と電力供給量の総和や比率を可変化す
ることができ、総合効率の観点から、内燃機関をより好適な運転動作点に制御することが
できる。また、排気熱交換器温度を迅速に目標温度に到達させることができるので、熱需
要の急激な変化に対応させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の実施の形態１の構成を説明する図。
【図２】吸気バルブおよび排気バルブの位相を連続的に変化させた場合の、吸気バルブと
排気バルブとのオーバーラップ期間の変化を説明する図。
【図３】排気温度の影響因子の一つである点火時期をステップ状に遅角側へ変化させた場
合の排気温度と排気デバイス温度の時間的変化を説明するための図。
【図４】排気デバイス温度抑制に燃料のリッチ制御のみを行う場合と、燃料のリッチ制御
と外部ＥＧＲ導入を行う場合との、燃費性能の違いを説明するための図。
【図５】点火時期と当量比とＥＶＯと外部ＥＧＲ率と過給圧が排気温度に与える影響を説
明するための図。
【図６】点火時期と当量比とＥＶＯと外部ＥＧＲ率と過給圧の影響を考慮して排気温度を
推定する手段を説明するための図。
【図７】排気デバイスの熱のダイナミクスを説明するための図。
【図８】排気デバイス温度を推定する手段を説明するための図。
【図９】排気デバイスの過渡温度推定値を用いて燃料噴射量の過渡補正を行う手段を説明
するための図。
【図１０】排気デバイス温度抑制に燃料のリッチ制御のみを行う内燃機関において、排気
デバイスの過渡温度推定値を用いて燃料噴射量の過渡補正を行った場合の、燃費低減メカ
ニズムを説明するための図。
【図１１】排気デバイス温度抑制に燃料のリッチ制御と外部ＥＧＲ導入を行う内燃機関に
おいて、排気デバイスの過渡温度推定値を用いて燃料噴射量の過渡補正を行った場合の、
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燃費低減メカニズムを説明するための図。
【図１２】バルブの作動角，リフトおよび位相を同時に変化させることができる可変バル
ブ機構を排気バルブに備えた場合のバルブリフトパターンを説明する図。
【図１３】点火時期の遅角化とＥＶＯの進角化による排気昇温方法を説明するための図。
【図１４】排気デバイスの過渡温度推定値を用いて点火時期とＥＶＯを過渡補正する排気
昇温手段を説明するための図。
【図１５】始動直後の排気浄化触媒が活性温度に達していない場合に、排気昇温手段を用
いて点火時期とＥＶＯの過渡補正を行った場合の、触媒早期活性化メカニズムを説明する
ための図。
【図１６】本発明の実施の形態２の構成を説明する図。
【図１７】バルブの作動角，リフトおよび位相を同時に変化させることができる可変バル
ブ機構を吸気バルブおよび排気バルブに備えた場合のバルブ制御方法を説明する図。
【図１８】ＩＶＣ，ＥＶＯおよび点火時期を変化させた場合の熱・電力供給量の変化を説
明するための図。
【図１９】排気熱交換器の過渡温度推定値を用いて、点火時期，ＥＶＯおよびＩＶＣを過
渡補正する手段を説明するための図。
【図２０】熱需要がステップ状に増加した場合に、点火時期，ＥＶＯおよびＩＶＣの過渡
補正を行った場合の熱供給の応答性向上メカニズムを説明するための図。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の実施の形態を図にもとづいて説明する。
【００１８】
　図１は、本発明の実施の形態１の構成を説明する図である。本実施形態のシステムは内
燃機関１を備えている。内燃機関１には吸気流路および排気流路が連通している。吸気流
路にはエアフローセンサおよび吸気温度センサ２が組付けられている。吸気流路と排気流
路には、ターボ過給機３が接続されている。ターボ過給機３は、排ガスの有するエネルギ
をタービン翼の回転運動に変換するためのタービンと、タービン翼に連結されたコンプレ
ッサー翼の回転によって吸入空気を圧縮するためのコンプレッサーとで構成されている。
コンプレッサーが吸気流路に、タービンが排気流路にそれぞれ接続されている。ターボ過
給機３のコンプレッサー側の下流には、断熱圧縮されて上昇した吸気温度を冷却するため
のインタークーラ４が備えられている。インタークーラ４の下流には、冷却後の過給温度
を計測するための過給温度センサ５が組付けられている。過給温度センサ５の下流には、
吸気流路を絞りシリンダに流入する吸入空気量を制御するためのスロットルバルブ６が備
えられている。スロットルバルブ６はアクセル踏量とは独立にスロットル開度を制御する
ことができる電子制御式スロットルバルブである。スロットルバルブ６の下流には吸気マ
ニホールド７が連通している。吸気マニホールド７には過給圧センサ８が組付けられてい
る。吸気マニホールド６の下流には、吸気に偏流を生じさせることによって、シリンダ内
流れの乱れを強化するタンブルコントロールバルブ９と、吸気ポート内に燃料を噴射する
燃料噴射弁１０が配置されている。内燃機関１は、バルブの開閉位相と最大リフトを連続
的に可変とする可変バルブ機構１１および１２を、吸気バルブおよび排気バルブにそれぞ
れ備えている。可変バルブ機構には、バルブの開閉位相と最大リフトまたは作動角を検知
するためのセンサ１３および１４が、吸気バルブおよび排気バルブにそれぞれ組付けられ
ている。シリンダヘッド部にはシリンダ内に電極部を露出させた点火プラグ１５が組付け
られている。さらにシリンダにはノックの発生を検知するノックセンサ１６が組付けられ
ている。クランク軸にはクランク角度センサ１７が組付けられている。クランク角度セン
サ１７から出力される信号にもとづき、内燃機関１の回転速度を検出することができる。
排気流路には空燃比センサ１８が組付けられており、空燃比センサ検出結果にもとづき燃
料噴射弁１０より供給される燃料噴射量が理論空燃比となるように、フィードバック制御
が行われる。空燃比センサ１８の下流には、排気浄化触媒１９が設けられており、一酸化
炭素，窒素酸化物および未燃炭化水素などの有害排出ガス成分が触媒反応によって浄化さ
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れる。内燃機関１は、排ガスを還流し再度吸気させることによって、燃焼温度低下による
窒素酸化物の低減や、ポンプ損失低減を図る外部ＥＧＲシステムが設けられている。外部
ＥＧＲシステムには、燃焼によって高温化したＥＧＲを冷却するためのＥＧＲクーラ２０
が備えられている。ＥＧＲクーラ２０の下流には、外部ＥＧＲ率を調整するためのＥＧＲ
バルブが組付けられている。ターボ過給機３には、エアバイパスバルブ２２およびウェス
トゲートバルブ２３が備えられている。エアバイパスバルブ２２は、コンプレッサーの下
流部からスロットルバルブ６の上流部における圧力が過剰に上昇するのを防ぐために備え
られている。過給状態においてスロットルバルブ６を急激に閉止した場合に、エアバイパ
スバルブ２２を開くことでコンプレッサー下流部のガスをコンプレッサー上流部へ逆流さ
せ、過給圧を下げることができる。一方、ウェストゲートバルブ２３は、内燃機関１が過
剰な過給レベルとなるのを防ぐために設けられている。過給圧センサ８により検知された
過給圧が所定の値に達した場合に、ウェストゲートバルブ２３を開くことで、排ガスが排
気タービンを迂回するように誘導され、過給を抑制あるいは保持することができる。本実
施形態のシステムは図１に示すようにＥＣＵ（Electronic Control Unit）２４を備えて
いる。ＥＣＵ２４には、上述した各種センサが接続されている。スロットルバルブ６，燃
料噴射弁１０，可変バルブ機構１１および１２などのアクチュエータはＥＣＵ２４により
制御されている。さらに、上述した各種センサから入力された信号にもとづき内燃機関１
の運転状態を検知し、運転状態に応じてＥＣＵ２４により決定されたタイミングで点火プ
ラグ１５が点火を行う。
【００１９】
　図２は、吸気バルブおよび排気バルブの位相を連続的に変化させた場合の、吸気バルブ
と排気バルブとのオーバーラップ期間の変化を説明する図である。吸気バルブの位相を進
角側に変化させるにしたがって、排気バルブとのオーバーラップ期間が増加する。また、
排気バルブの位相を遅角側に変化させるにしたがって、吸気バルブとのオーバーラップ期
間が増加する。可変バルブを備えた内燃機関では、部分負荷条件において、上記オーバー
ラップ期間が生じるように可変バルブが制御され、排気管中の排ガスを一旦、吸気管へ吹
き返すことによって内部ＥＧＲを生じさせる。内部ＥＧＲの増加にしたがって、部分負荷
条件でのポンプ損失の低減ができ、燃焼ガス温度を低減できるために排気中の窒素酸化物
の低減を行うことができる。位相のみを変化させると、上記オーバーラップに加えて、吸
気バルブ閉時期（ＩＶＣ：Intake Valve Close）と排気バルブ開時期（Exhaust Valve Op
en）が同時に変化する。ＩＶＣがＢＤＣを境として進角側，遅角側のいずれに変化しても
、シリンダへ吸入される空気量が減るが、ピストン圧縮量が膨張量に対して小さくなるミ
ラーサイクルを実現できるので、燃費が向上する。一方、ＥＶＯがＢＤＣを境として進角
側に変化すると、膨張行程において高温高圧ガスがピストンに対して作用する仕事が行わ
れないうちに、排気管へガスが流出してしまうために、トルクが減少し、排気温度が上昇
する。ＥＶＯがＢＤＣよりも遅角側に変化すると、排気行程中に再度ピストン圧縮仕事が
行われるため、シリンダ内ガスが再度高温高圧化された後に排出されるため、トルクが減
少し、排気温度が上昇する。
【００２０】
　図３は、排気温度の影響因子の一つである点火時期をステップ状に遅角側へ変化させた
場合の排気温度と排気デバイス温度の時間的変化を説明するための図である。点火時期を
ＭＢＴ（Minimum spark advance for Best Torque）から遅角側に制御すると、排気温度
が直ちに上昇するのに対して、排気デバイス温度は、遅れをともないながら増加し、その
後一定値に収束する。回転速度の違いによって、排気デバイスの遅れ方や、収束値が異な
る値を示す。これは排気デバイスの熱容量や、排ガスから排気デバイス周りの流体までの
熱抵抗で定まる排気デバイス温度の変化率が、回転速度によって変化するからである。排
気温度に対する排気デバイス温度の遅れ挙動は、一次遅れ系の伝達関数で概ね近似するこ
とができるが、その時定数やゲイン定数は運転条件によって異なる。そのため、時定数や
ゲイン定数を運転条件毎に適合し、値をマップなどに格納しておく必要がある。
【００２１】
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　図４は、排気デバイス温度抑制に燃料のリッチ制御のみを行う場合と、燃料のリッチ制
御と外部ＥＧＲ導入を行う場合との、燃費性能の違いを説明するための図である。排気デ
バイス温度が高温化する高回転高負荷域では通常、排気デバイスの損傷や劣化を防止する
ことを目的として、燃料のリッチ制御を行い、排気デバイス温度を抑制する。これは、燃
料が増加することによって燃焼ガスの比熱が増し、燃焼温度が低下するためである。この
とき、トルクに変換されずに排出される未燃燃料が多量に発生すると、燃費性能が著しく
悪化してしまう。燃料のリッチ化による排気温度抑制効果に代えて、ＥＧＲクーラによっ
て十分に冷却がなされた外部ＥＧＲを循環させて再度吸気へ導入することによっても、排
気温度を抑制することができる。外部ＥＧＲ導入による排気デバイス温度抑制方法では、
燃料噴射量を理論空燃比近傍に保つことができるので、トルクに変換されずに排出される
未燃燃料が多量に発生することはなく、高回転高負荷域での燃費性能の悪化が少ない。
【００２２】
　図５は、点火時期と当量比とＥＶＯと外部ＥＧＲ率と過給圧が排気温度に与える影響を
説明するための図である。本発明の実施形態１のシステムには、排気温度に与える影響因
子が多数存在するため、排気温度をモデルで推定するためには、これらの因果関係を適切
に考慮する必要がある。点火時期は通常、ＭＢＴまたはトレースノック点に設定されてお
り、これより遅角側に設定されるにしたがって、トルクが減少するとともに排気温度が上
昇する。当量比は低・中負荷域では理論空燃比に設定され、高負荷域ではリッチ側に設定
される。当量比がリッチ側に設定されると、燃焼ガスの比熱が増し、燃焼温度が低下する
ため、排気温度は低下する。ＥＶＯは排気行程開始時期であるＢＤＣ近傍に設定される。
これより進角側に設定されると、燃焼ガスがピストンへ仕事をすることなく、排気管へ排
出されることとなるので、トルクが減少するとともに、排気温度が上昇する。一方、ＥＶ
ＯをＢＤＣより遅角側に設定すると、排気行程で排出されるべき燃焼ガスが、再度ピスト
ン圧縮を受け、高温高圧化した後に排気管へ排出されるため、トルクが減少するとともに
、排気温度が上昇する。ＥＧＲクーラにて十分に冷却を行った燃焼ガスを、循環させて再
度吸気へ導入する外部ＥＧＲを行うと、断熱火炎温度が低下するため、外部ＥＧＲ率を増
加するにしたがって排気温度は低下する。ターボ過給機の下流に位置する排気浄化触媒上
流の排気温度を推定するには、排ガスがターボ過給機になす仕事を考慮する必要がある。
排ガスがターボ過給機になす仕事は過給圧で概ね説明することができ、過給圧が増加する
ほど、ターボ過給機下流温度は低下する。
【００２３】
　図６は、点火時期と当量比とＥＶＯと外部ＥＧＲ率と過給圧の影響を考慮して排気温度
を推定する手段を説明するための図である。ブロック６０１では、回転速度と充填効率に
もとづき、基準排気温度を演算する。ブロック６０１では、回転速度と充填効率にもとづ
き、基準点火時期を演算する。ブロック６０３では、上記基準点火時期における排気温度
と現在の点火時期における排気温度にもとづき、点火時期による排気温度変化率を演算す
る。ブロック６０４では、回転速度と充填効率にもとづき、基準当量比を演算する。ブロ
ック６０５では、上記基準当量比における排気温度と現在の当量比における排気温度にも
とづき、当量比による排気温度変化率を演算する。ブロック６０６では、回転速度と充填
効率にもとづき、基準ＥＶＯを演算する。ブロック６０７では、上記基準ＥＶＯにおける
排気温度と現在のＥＶＯにおける排気温度にもとづき、ＥＶＯによる排気温度変化率を演
算する。ブロック６０８では、回転速度と充填効率にもとづき、基準ＥＧＲ率を演算する
。ブロック６０９では、上記基準ＥＧＲ率における排気温度と現在のＥＧＲ率における排
気温度にもとづき、ＥＧＲ率による排気温度変化率を演算する。ブロック６１０では、回
転速度と充填効率にもとづき、基準過給圧を演算する。ブロック６１１では、上記基準過
給圧における排気温度と現在の過給圧における排気温度にもとづき、過給圧による排気温
度変化率を演算する。点火時期，当量比，ＥＶＯ，ＥＧＲ率および過給圧に関する排気温
度変化率を基準排気温度に乗じることで、現在の排気温度を精度よく推定することができ
る。ブロック６１２では、現在の内燃機関の運転状態が、ファイアリング状態か燃料カッ
ト状態かを判別し、ファイアリング時には上記排気温度を出力し、燃料カット時には大気
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温度を出力することで、非燃焼状態を含む過渡条件下の排気温度推定を可能とした。
【００２４】
　図７は、排気デバイスの熱のダイナミクスを説明するための図である。排気デバイスに
は、排気管，ターボ過給機のタービン翼，排気浄化触媒などを設定することができる。排
気デバイスの熱のダイナミクスを考慮して排気デバイス温度を推定するにあたって、上記
排気デバイス内流れを一次元の円管内流れで代替することができる。一次元円管内流れの
エネルギに関する支配方程式は図７中の式（ａ）で表される。これによれば排気温度は、
管内を流れる作動流体から管壁面へ伝達する熱量から、管壁面から大気中へ伝達する熱量
を差し引いて求まる熱量変化率に、排気デバイスの熱容量と質量とを考慮して求めること
ができる。円管内周りの流れは、内燃機関の停止時や車両停止時などを除いて乱流場であ
るため、乱流熱伝達量を精度良く推定するために、吸入空気量や車速の影響を考慮した。
【００２５】
　図８は、排気デバイス温度を推定する手段を説明するための図である。ブロック８０１
では、式（ｂ）にもとづき、エアフローセンサで検出される吸入空気量と、図６で求めら
れた排気温度と排気デバイス温度の前回値を用いて、管内を流れる作動流体から管壁面へ
伝達する熱量が求められる。ブロック８０２では、式（ｃ）にもとづき、車速と大気温度
と排気デバイス温度の前回値を用いて、管壁面から大気中へ伝達する熱量が求められる。
ブロック８０３では、管内を流れる作動流体から管壁面へ伝達する熱量から、管壁面から
大気中へ伝達する熱量を差し引いて求まる熱量変化率に、排気デバイスの熱容量と質量と
を考慮して排気デバイス温度が求められる。図８左下には吸入空気量と、管内を流れる作
動流体と管壁面との乱流熱伝達率との関係を、図８右下には、車速と、管壁面と大気との
乱流熱伝達率との関係を、それぞれ示す。吸入空気量および車速が増すにしたがって乱流
熱伝達率は増加する傾向を示す。実用運転の範囲では、管内を流れる作動流体と管壁面と
の乱流熱伝達率が、管壁面と大気との乱流熱伝達率に比して大きい。また、内燃機関の停
止時や車両停止時などは円管内周りの流れは層流状態を示すため、乱流熱伝達率に代えて
層流熱伝達率を適用する。以上述べたような構成とすることで、回転速度，充填効率，点
火時期，当量比，ＥＶＯ，外部ＥＧＲ率，過給圧，吸入空気量，大気温度および車速の影
響を考慮して、図３に示した様な、排気デバイス温度の過渡挙動を精度良く推定すること
ができる。また、一次遅れ系の伝達関数で求めるのと比較して、運転条件毎に時定数やゲ
イン定数の適合する必要がなく、時定数やゲイン定数を格納するマップのメモリ容量を低
減することができる。
【００２６】
　図９は、排気デバイスの過渡温度推定値を用いて燃料噴射量の過渡補正を行う手段を説
明するための図である。ブロック９０１では、回転速度，充填効率，点火時期，当量比，
ＥＶＯ，外部ＥＧＲ率および過給圧の影響を考慮して、排気温度を推定する。ブロック９
０２では、上記排気温度と、吸入空気量，大気温度および車速の影響を考慮して排気デバ
イス温度の過渡挙動を推定する。ブロック９０３では、回転速度と充填効率にもとづき、
排気デバイスの定常温度を推定する。排気デバイスの定常温度には、排気デバイスの上限
温度が設定されている。上記排気デバイスの過渡温度が定常温度に比して小さいとき、排
気デバイス温度はその上限温度には達していない。ブロック９０４では、回転速度と充填
効率にもとづき当量比が演算され、上記排気デバイスの過渡温度と定常温度との差にもと
づき上記当量比が理論空燃比側に補正される。
【００２７】
　図１０は、排気デバイス温度抑制に燃料のリッチ制御のみを行う内燃機関において、排
気デバイスの過渡温度推定値を用いて燃料噴射量の過渡補正を行った場合の、燃費低減メ
カニズムを説明するための図である。同図には、運転動作点がＡ点からＢ点へと変化した
際の、当量比，排気温度および排気デバイス温度の時間的変化を示している。運転動作点
がＡ点からＢ点へと変化した直後には、排気デバイス温度は上限値には達していないため
、直ちに燃料のリッチ制御による排気温度抑制を行う必要がない。そのため、排気デバイ
ス温度が上限値に達していない期間は、当量比を理論空燃比に過渡補正することができ、
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無駄な燃料噴射を抑えることができる。当量比の過渡補正期間中は排気温度が上昇するた
め、排気デバイス温度の上昇速度が大きくなる。本発明のシステムでは、当量比が排気温
度に与える影響を考慮して排気デバイスの過渡温度を精度良く推定できるので、排気デバ
イスの過剰な温度上昇による劣化や損傷なく、低燃費運転を実現することができる。
【００２８】
　図１１は、排気デバイス温度抑制に燃料のリッチ制御と外部ＥＧＲ導入を行う内燃機関
において、排気デバイスの過渡温度推定値を用いて燃料噴射量の過渡補正を行った場合の
、燃費低減メカニズムを説明するための図である。同図には、運転動作点がＡ点からＢ点
へと変化した際の、当量比，外部ＥＧＲ率，排気温度および排気デバイス温度の時間的変
化を示している。図１０と同様に、運転動作点がＡ点からＢ点へと変化した直後には、排
気デバイス温度は上限値には達していないため、当量比を理論空燃比に過渡補正する。当
量比の過渡補正期間中は排気温度が上昇するが、外部ＥＧＲを導入し排気温度上昇が抑え
られるため排気デバイス温度の上昇速度は、外部ＥＧＲ導入を行わない場合と比較して小
さい。外部ＥＧＲを導入することによって当量比の過渡補正期間を長期化することができ
、排気デバイス温度が上限値に達した後も、当量比のリッチ化を相対的に抑えることがで
きる。そのため、外部ＥＧＲ導入と当量比の過渡補正を行うことで、更なる低燃費運転を
実現することができる。本発明のシステムでは、当量比と外部ＥＧＲが排気温度に与える
影響を考慮して排気デバイスの過渡温度を精度良く推定できるので、排気デバイスの過剰
な温度上昇による劣化や損傷なく、低燃費運転を実現することができる。
【００２９】
　図１２は、バルブの作動角，リフトおよび位相を同時に変化させることができる可変バ
ルブ機構を排気バルブに備えた場合のバルブリフトパターンを説明する図である。図１２
上に示す可変バルブでは、排気バルブにバルブリフトを連続的に可変とするリフト可変機
構と、位相を連続的に可変とする位相可変機構とを組合わせて用いている。本リフト可変
機構では、バルブ作動角が増加するにしたがって最大リフトが増加する図１２下に示すよ
うな関係を有している。上述のような可変バルブ機構を排気バルブに適用することで、バ
ルブ開時期（ＥＶＯ）をＢＤＣより進角側で変化させつつ、バルブ閉じ時期（ＥＶＣ）を
ＴＤＣ近傍で固定している。ＥＶＣはすきま容積に起因した内部ＥＧＲ量の大小に強い影
響を有しているため、ＥＶＣを固定することで内部ＥＧＲ量を大きく変化させることなく
、排気温度のみを制御することができる。
【００３０】
　図１３は、点火時期の遅角化とＥＶＯの進角化による排気昇温方法を説明するための図
である。点火時期を遅角化するほど排気温度が増加する一方で、燃焼サイクル変動に起因
してトルク変動が増す傾向がある。また、ＥＶＯを進角化しても排気温度が上昇するが、
トルク変動率の増加はほとんどみられない。排気浄化触媒が活性化温度に達していない始
動直後の暖機期間中は、点火時期を遅角化することで排気温度を上昇させて触媒の早期活
性化を図る。しかしながら、点火時期を過剰に遅角化すると運転性の悪化を生じるため、
点火時期の遅角化のみで更なる触媒早期活性化を図ること（図１３中のｏ点→ｐ点に相当
）は困難である。本発明の実施形態のシステムでは、点火時期の遅角化に加えて、ＥＶＣ
をＴＤＣ近傍に固定しつつＥＶＯを進角する制御を加えることで、トルク変動率を許容限
界内に抑えた状態で、排気温度を更に上昇させること（図１３中のｏ点→ｑ点に相当）が
でき、排気浄化触媒の早期活性化を実現している。
【００３１】
　図１４は、排気デバイスの過渡温度推定値を用いて点火時期とＥＶＯを過渡補正する排
気昇温手段を説明するための図である。ブロック１４０１では、回転速度，充填効率，点
火時期，当量比，ＥＶＯ，外部ＥＧＲ率および過給圧の影響を考慮して、排気温度を推定
する。ブロック１４０２では、上記排気温度と、吸入空気量，大気温度および車速の影響
を考慮して排気デバイス温度の過渡挙動を推定する。排気デバイス温度の下限界には触媒
活性化温度の下限界が設定されている。上記排気デバイスの過渡温度が排気デバイス温度
の下限界に比して小さいとき、排気デバイス温度をより早く触媒活性化温度に到達させる



(11) JP 2011-190782 A 2011.9.29

10

20

30

40

50

べく、点火時期とＥＶＯの過渡補正を行う。ブロック１４０３では、回転速度と充填効率
にもとづき点火時期が演算され、上記排気デバイスの過渡温度と排気デバイス温度の下限
界との差にもとづき上記点火時期が遅角補正される。ブロック１４０４では、回転速度と
充填効率にもとづきＥＶＯが演算され、上記排気デバイスの過渡温度と排気デバイス温度
の下限界との差にもとづき上記ＥＶＯが進角補正される。
【００３２】
　図１５は、始動直後の排気浄化触媒が活性温度に達していない場合に、排気昇温手段を
用いて点火時期とＥＶＯの過渡補正を行った場合の、触媒早期活性化メカニズムを説明す
るための図である。同図には、始動直後の、当量比，排気温度および排気デバイス温度の
時間的変化を示している。排気デバイス温度が触媒活性化温度の下限界に達していないと
判断されると、点火時期の遅角化に加えてＥＶＯの進角化が行われるため、ＥＶＯの進角
化が行われない場合と比較して排気温度が高温化するとともに、排気デバイス温度が触媒
活性化温度に達するまでの暖機期間を早期化することができる。
【００３３】
　図１６は、本発明の実施の形態２の構成を説明する図である。本実施形態のシステムは
内燃機関１を備えている。内燃機関１には吸気流路および排気流路が連通している。吸気
流路にはエアフローセンサおよび吸気温度センサ２が組付けられている。エアフローセン
サ２の下流には、吸気流路を絞りシリンダに流入する吸入空気量を制御するためのスロッ
トルバルブ６が備えられている。スロットルバルブ６はアクセル踏量とは独立にスロット
ル開度を制御することができる電子制御式スロットルバルブである。スロットルバルブ６
の下流には吸気マニホールド７が連通している。吸気マニホールド７の下流には、吸気ポ
ート内に燃料を噴射する燃料噴射弁１０が配置されている。内燃機関１は、バルブの開閉
位相と最大リフトを連続的に可変とする可変バルブ機構１１および１２を、吸気バルブお
よび排気バルブにそれぞれ備えている。可変バルブ機構には、バルブの開閉位相と最大リ
フトまたは作動角を検知するためのセンサ１３および１４が、吸気バルブおよび排気バル
ブにそれぞれ組付けられている。シリンダヘッド部にはシリンダ内に電極部を露出させた
点火プラグ１５が組付けられている。さらにシリンダにはノックの発生を検知するノック
センサ１６が組付けられている。クランク軸にはクランク角度センサ１７が組付けられて
いる。クランク角度センサ１７から出力される信号にもとづき、内燃機関１の回転速度を
検出することができる。排気流路には空燃比センサ１８が組付けられており、空燃比セン
サ検出結果にもとづき燃料噴射弁１０より供給される燃料噴射量が理論空燃比となるよう
に、フィードバック制御が行われる。空燃比センサ１８の下流には、排気浄化触媒１９が
設けられており、一酸化炭素，窒素酸化物および未燃炭化水素などの有害排出ガス成分が
触媒反応によって浄化される。排気浄化触媒１９の下流には排気熱交換器２５が備えられ
ている。排気熱交換器２５では、排気のもつ熱エネルギが排気熱交換器２５を通して熱媒
へと伝えられる。また、上記熱媒の温度調整を行うためのサーモスタット２６が組付けら
れている。熱媒が受け取った熱量は空調や給湯などに利用される。クランク軸には発電機
２７が組付けられており、内燃機関１からの軸出力は発電機２７によって電力に変換され
る。本実施形態のシステムは図１６に示すようにＥＣＵ（Electronic Control Unit）２
４を備えている。ＥＣＵ２４には、上述した各種センサが接続されている。スロットルバ
ルブ６，燃料噴射弁１０，可変バルブ機構１１および１２、発電機２７などのアクチュエ
ータはＥＣＵ２４により制御されている。
【００３４】
　図１７は、バルブの作動角，リフトおよび位相を同時に変化させることができる可変バ
ルブ機構を吸気バルブおよび排気バルブに備えた場合のバルブ制御方法を説明する図であ
る。図１７上に示す可変バルブでは、吸気バルブにバルブリフトを連続的に可変とするリ
フト可変機構と、位相を連続的に可変とする位相可変機構とを組合わせて用いることによ
って、バルブ開時期（ＩＶＯ）をＴＤＣ近傍で固定しつつ、バルブ閉時期（ＩＶＣ）をＢ
ＤＣより遅角側で変化させている。従来のスロットルバルブが主体となって充填効率を制
御する内燃機関では、吸気バルブの上流負圧をスロットルバルブによる絞りで調整するた
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め、ポンプ損失による燃費悪化が問題となる。上述のような可変バルブ機構を吸気バルブ
に適用することで、吸気バルブの上流圧を絞ることなく、ＩＶＣによって吸気量を制御す
ることができるので、上記ポンプ損失にともなう燃費悪化を抑制することができる。ＩＶ
Ｃを早期化することによって、ピストン圧縮量をピストン膨張量と比較して相対的に小さ
くすることができるので、ポンプ損失の低減に加えてミラーサイクル効果による燃費向上
効果も期待できる。図１７下に示す可変バルブでは、排気バルブにバルブリフトを連続的
に可変とするリフト可変機構と、位相を連続的に可変とする位相可変機構とを組合わせて
用いることによって、バルブ開時期（ＥＶＯ）をＢＤＣより進角側で変化させつつ、バル
ブ閉じ時期（ＥＶＣ）をＴＤＣ近傍で固定している。上述のような可変バルブ機構を排気
バルブに適用することで、内部ＥＧＲ量を大きく変化させることなく、排気温度を制御す
ることができる。
【００３５】
　図１８は、ＩＶＣ，ＥＶＯおよび点火時期を変化させた場合の熱・電力供給量の変化を
説明するための図である。ＩＶＯをＴＤＣ近傍に固定させつつ、ＩＶＣのみを変化させる
と、ＩＶＣを進角化するほど熱供給量と電力供給量の総和は減少する。また、熱供給量と
電力供給量との比である熱電比は概ね一定値を示す。ＥＶＣをＴＤＣ近傍に固定させつつ
、ＥＶＯのみを変化させると、熱供給量と電力供給量の総和は変化しないが、ＥＶＯが進
角するほど電力供給量が減少し、熱供給量が増加する。ＩＶＯ，ＩＶＣ，ＥＶＯおよびＥ
ＶＣを固定し、点火時期のみ変化させると、熱供給量と電力供給量の総和は変化しないが
、点火時期を遅角化するほど電力供給量が減少し、熱供給量が増加する。本実施の形態の
システムでは、可変バルブ機構と点火時期を制御することによって、熱供給量と電力供給
量の総和や熱電比を可変化することができ、電力需要と熱需要の変化に応じて、総合効率
の観点から、内燃機関をより好適な運転動作点に制御することができる。
【００３６】
　図１９は、排気熱交換器の過渡温度推定値を用いて、点火時期，ＥＶＯおよびＩＶＣを
過渡補正する手段を説明するための図である。ブロック１９０１では、回転速度，充填効
率，点火時期およびＥＶＯの影響を考慮して、排気温度を推定する。ブロック１９０２で
は、上記排気温度と、吸入空気量，熱媒温度および熱媒流量の影響を考慮して排気熱交換
器温度の過渡挙動を推定する。上記排気熱交換器温度の現在値が排気熱交換器温度の目標
値に比して小さいとき、排気熱交換器温度をより早く目標温度に到達させるべく、点火時
期，ＥＶＯおよびＩＶＣの過渡補正を行う。ブロック１９０３では、回転速度と充填効率
にもとづき点火時期が演算され、上記排気熱交換器温度の現在値と目標値との差にもとづ
き上記点火時期が遅角補正される。ブロック１９０４では、回転速度と充填効率にもとづ
きＥＶＯが演算され、上記排気熱交換器温度の現在値と目標値との差にもとづき上記ＥＶ
Ｏが進角補正される。ブロック１９０５では、回転速度と充填効率にもとづきＩＶＣが演
算され、上記排気熱交換器温度の現在値と目標値との差にもとづき上記ＩＶＣが遅角補正
される。
【００３７】
　図２０は、熱需要がステップ状に増加した場合に、点火時期，ＥＶＯおよびＩＶＣの過
渡補正を行った場合の熱供給の応答性向上メカニズムを説明するための図である。同図に
は、電力需要が一定の状態で熱需要がステップ状に増加した直後の、ＩＶＣ，ＥＶＯ，点
火時期，排気温度および排気熱交換器温度の時間的変化を示している。排気熱交換器温度
の現在値が排気熱交換器温度の目標値に達していないと判断されると、点火時期の遅角化
に加えてＥＶＯの進角化が行われるため、排気熱交換器温度が目標温度に達するまでの期
間を早期化することができる。また、点火時期の遅角補正とＥＶＯの進角補正に応じて、
ＩＶＣが遅角補正するので、急変する熱需要に迅速に対応するとともに電力量を一定に保
持することができる。
【符号の説明】
【００３８】
１　内燃機関
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２　エアフローセンサおよび吸気温度センサ
３　ターボ過給機
４　インタークーラ
５　過給温度センサ
６　スロットルバルブ
７　吸気マニホールド
８　過給圧センサ
９　タンブルコントロールバルブ
１０　燃料噴射弁
１１　吸気可変バルブ機構
１２　排気可変バルブ機構
１３　吸気可変バルブ位相およびリフトセンサ
１４　排気可変バルブ位相およびリフトセンサ
１５　点火プラグ
１６　ノックセンサ
１７　クランク角度センサ
１８　空燃比センサ
１９　排気浄化触媒
２０　ＥＧＲクーラ
２１　外部ＥＧＲバルブ
２２　エアバイパスバルブ
２３　ウェストゲートバルブ
２４　ＥＣＵ
２５　排気熱交換器
２６　サーモスタット
２７　発電機
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